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Ⅰ はじめに
障害者雇用促進法の改正によって，平成22年7月
から障がい者雇用納付金制度の対象事業主が拡大さ
れるなど，障がい者雇用制度が大きく変わった。厚
生労働省が5年ごとに実施している「障害者雇用実
態調査」によると，平成25年度に従業員規模5人以
上の事業所に雇用されている障がい者数は631，000
人で，平成20年度に比べて183，000人（40．8％）増
加した。内訳は，身体障がい者が433，000人，知的
障がい者が150，000人，精神障がい者が48，000人で
ある8）。
文部科学省と厚生労働省が共同で行った「大学等
卒業者の就職状況調査」によると，平成27年3月卒
業の新規大卒者の就職率は（就職希望者に占める就
職者の割合）は96．7％であった。平成28年3月卒業
の新規大卒者の就職率は97．3％となり，平成9年3
月の調査開始以降の最高水準となった19）。日本学生
支援機構の「平成27年度障害のある学生の修学支援
に関する実態調査結果報告書」によると，平成26年
度卒業の障がいのある学生の就職率は，障がい学生
全体では50．2％であるのに対し，診断書有の発達障
がいのある学生では27．8％であった22）。障がいのあ
る学生の中でも，発達障がいのある学生の就職率の
低さは際立っており，発達障がいのある学生の就職
が如何に困難であるかを客観的に示すものである。
発達障がいのある学生数が急増している現状を鑑
みると，発達障がい特有の就職困難性に対する有効
な就労支援を行うことができなければ，今後，就職
が内定しないまま卒業する発達障がいのある学生が
増え続けることが予測できる。この状況を改善する
ためには学内リソースだけに頼ることなく，学外の
就労支援機関と連携した支援を行っていく必要があ
ると考えられる。
本稿では筆者の4年間に及ぶ発達障がいのある学
生への就労支援の実践を元に，障がい者就労支援制
度や専門機関の取組，先進的な取組をしている大学
の実践等を参考にしながら，今後の大学における発
達障がいのある学生への就労支援について検討す
る。
Ⅱ 就労を困難にする原因と対策
1．高校卒業後の進路選択
発達障がいの中でも自閉スペクトラム症（ASD）
の人は，興味関心が狭く特定のものにのめり込む傾
向が異常に強いため，IT技術者や研究者を志す人
が多いと言われている。一方で，経験不足や視野の
狭さなどから職業に関する意識が持てず働く意欲が
醸成できていない人は，就職モラトリアムに向かう
傾向が強いため，高校卒業時の進路決定において漠
然と大学進学を希望する人も多いと考えられる。職
業の選択において，当事者の特性と職業特性のマッ
チングが最も重要な要素となる。しかしこの時点で
は，親や担任教師だけでなく当事者すら自己の発達
障がいの特性に十分に気が付いていない場合が多
く，職業選択のミスマッチが起こりやすいと言われ
ている。
当事者の特性を十分に理解せず，「資格を取得す
れば就職ができる」と考える親や教師は，当事者に
資格取得のできる学部学科への入学を勧め，親の意
向に従順に育ってきた当事者はその意向を受け入
れ，勧められた学部学科に入学するという傾向が見
受けられる。資格取得に実習が必須の場合，実習が
発達障がいのある大学生への就労支援
前 田 宏 治
Employment Support for University Students with Developmental Disabilities
Koji MAEDA
四国大学紀要，A47：71－77，2016
Bull. Shikoku Univ. A47：71－77，2016
研究ノート
― ７１ ―
修学上の大きな壁となるケースが多い。
「小説を書くのが好き」「英語が得意」「絵を描く
のが得意」など，当事者の意向に沿って学部学科を
選択するケースがある。この場合，必ずしも資格取
得が必須とはならないため，学部学科選択よる修学
上の問題が早期に顕在化することは比較的少ないと
推察できる。だが，大学での学びを職業に生かすと
は考えないため，就職に関する自分の強みを獲得す
ることが難しく，就活の時点でさまざまな問題を抱
えることにつながりかねない。自分の趣味特技を生
かせる学部学科に入ってその力を伸ばし，就職に結
びつけようという意図がある場合，大学で身に付け
た力が就職試験で評価されないという厳しい現実に
直面することとなり，度重なる不合格によって就活
の意欲が削がれるというケースが多い。
実習を行うことで自分の職業適性が合わないこと
が理解できるようになるケースが多いが，それでも
進路変更をしないという学生がいる。面談によって
その理由を確認すると，「この職業に就くためにこ
の学科に入ったからだ」という答えが多い。しかも
その職業は自己選択したものではなく親から勧めら
れたものであることが多い。ASDの特性として，
一度決めたルールや手順に拘るなど柔軟性がないこ
とや激しい思い込みなどがしばしば指摘される。人
から言われた言葉だとしても「自分は〇〇になる」
と決めてしまうと，それを変更することがなかなか
難しい。このため，大学入学時点で職業準備におけ
るジョブミスマッチが発生すると，ミスマッチを理
解しているにもかかわらず柔軟に変更して対応する
ことが難しくなりやすい。高校における大学進学の
指導に際しては，生徒の特性と学部学科のディプロ
マ・ポリシーに大きな食い違いが出ないように，よ
り丁寧な支援を行うことが必要である。
発達障がいがあり社会で働いている人たちの中
に，「なぜ働かければいけないのかがわからない」
という人たちがいる。誰しもが「生活するためのお
金を稼ぐために働く」と考えると思われがちである
が，その理解が十分にできない発達障がいのある人
たちがいる現実を考えると，トークンエコノミー法
などを用いた就学期前後からのキャリア教育が必要
であると考えられる。
大学生の就職内定率が急速に改善してきている
が，採用に当たって多くの企業がコミュニケーショ
ン能力を最も重視している20）。「大学を出ているの
にこんなこともできないのか」という言葉が聞かれ
るが，大卒の場合，障がい者雇用でもコミュニケー
ション能力や意欲は一般雇用同様に期待されること
が多い22）。ましてや一般雇用を目指す場合，大きな
壁となることは自明の理である。当事者自身も，自
分は大卒であるという自負から自ら職業選択の幅を
制限してしまうことがある。コミュニケーション障
がいのある人にとっては，大学さえ卒業すれば就職
できるといったことは現実と乖離があり，学科選択
を誤れば大学を卒業するとかえって就職が困難にな
るという現実がある。保護者や教師は，就職モラト
リアムによる安易な大学進学が，就職困難という大
きなリスクをもたらすことを理解する必要がある。
2．自己理解と障がい受容
発達障がいは「目に見えない障がい」であるとも
言われる。脳機能の障がいであるため，症状は改善
できるが治ることはないとされている。現在，「大
人の発達障がい」が注目を集め，多くの書籍が出版
されている。映画やドラマなどでも取り上げられる
機会が増え，それによってわが子が発達障がいでは
ないかと考えたり，親自身が自分もそうではないか
と考える人が増えてきている。筆者が学生相談や外
部からの教育相談等を受ける場合，既診断者以外の
ほとんどがこのケースに該当している。
学生が自らの意思で相談に訪れることは稀で，筆
者自身がタイミングを見計らって声をかけたり，他
の教員から勧められて来ることがほとんどである。
そのきっかけは，修学上あるいは生活上の度重なる
躓きである。ただし，自らが「困り感」を感じる場
合は少なく，授業担当教員が困っているあるいは学
生は困っているはずだと教員が感じているにもかか
わらず，当事者は「困り感」を感じていない場合が
多い。遅刻が多すぎる，レポートが書けないなど，
そのままでは単位取得ができないことが予想される
ため，授業の担当教員やチューターが単位を取得す
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る方法を模索するといった状況が多くみられる。つ
まり学生自身が「自己理解」ができていないという
ことが最大の問題点である。多くの支援者が異口同
音に主張するように，修学支援や就労支援において
最も大切なことは，この自己理解を進めていくこと
である。これは障がいのある人だけを対象としたこ
とではなく，職業選択を行う全ての人にとって重要
なことであるが，発達障がいのある学生にとっては
深刻な問題である。発達のアンバランスが顕著に見
られる発達障がいのある学生にとって，自己理解が
できていないことはジョブマッチングそのものが成
立しないことになる。自分の苦手や不得意を理解で
きていない場合には，合理的配慮の申し出を行うこ
とができず，修学上あるいは就労上の不利益を被る
ことにつながる。就職し職業生活を維持するために
も，自己理解を進めるとともに，幼いころからのセ
ルフ・アドボカシー・スキルの育成が求められる。
3．障がい者手帳の取得
障がい特性が強い場合には，専門の医療機関を受
診し診断を受けて障がいを受容するというプロセス
が必要となる。医療機関で発達障がいの診断を受け
た場合，本人が希望すれば障がい者手帳を取得でき
る可能性がある。発達障がいの場合，現時点で「発
達障害者手帳」なるものが存在しないため，多くの
場合「精神障害者保健福祉手帳」を取得することに
なるが，一部の自治体では知的障がい者用の「療育
手帳」を取得することができる。障がい者手帳を取
得できれば，就労支援や生活支援などより多くの行
政サービスを受けることができるようになる。的確
な診断を迅速に受けるにあたって問題とされている
ことは，専門医の不足である。精神科に受診した場
合，他の疾患と誤診されて辛い思いをする場合があ
る。多くの一般の医師や保健師，看護師が発達障が
いの専門知識を持って対応できるようにするため
に，厚生労働省では平成28年度より「かかりつけ医
等発達障害対応力向上研修」を実施している8）。各
自治体（都道府県，指定都市）から派遣された該当
地域の発達障がい者支援に携わる関係者が，国立精
神・神経医療研究センターによる研修を受講後，派
遣元の自治体での研修会講師として研修内容の向上
および地域への普及に努め，支援体制整備を推進す
るという事業である。成果が現れるまでにはまだ時
間がかかるであろうが，発達障がいについての正し
い知識を持った医療や行政の関係者が増えること
は，支援体制を整備する上で多大な効果が期待され
る。
コミュニケーションに困難性が強い学生の場合，
障がいのある学生の就職状況を考えると一般就労は
極めて困難であることが予想される。大学を卒業で
きるのだから他の学生と同様に一般企業に就職でき
るはずだという思いが強く，自己理解や障がい受容
ができていないため，専門機関の就労支援を受けた
り，障がい者手帳を取得して障がい者枠での雇用を
目指すなどの方策をとることができない。このた
め，複数の一般企業の就職試験を受けてもすべて不
合格となり，内定をまったくもらうことなく卒業し
てしまう学生がいる。
4．家族の理解と協力
特別支援学校卒業生の場合，大学入学試験合格後
から入学前までの期間に，学校教員から個別の教育
支援計画等の引き継ぎや本人および保護者を加えた
面談を行って，入学当初の困難を軽減しようとする
試みはよく行われている。これに対して高校から入
学してくる場合，発達障がいの診断を受け，親も障
がい受容ができている生徒に関しては，入学式前後
に三者面談を行うことが多いものの，多くの場合ま
ったく情報が入らないということが一般的である。
このため，早期発見，早期支援を始めるために，何
らかのスクリーニングを実施する大学が増えてきて
いる25）。
大学入学後に修学上の困難が顕在化してくると，
学生本人が困り感を感じることが徐々に増えてく
る。テレビなどから得られる情報を元に「もしかし
たら自分も（発達障がいかもしれない）」と考える
機会が出てくると，Web上の専門サイトから情報
を得て公開されているチェックリストを自ら実施す
るなどしてその可能性を見極めようとする。可能性
が高いと判断した場合，病院に行ってはっきりさせ
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たいと親に相談すると，親から反対されるケースが
よく見られる。注意欠如多動症（ADHD）の特性が
ある学生は行動力があるため，親の意向を無視して
病院に受診するケースがある。これに対して ASD
の特性が強い学生は，親の言葉に縛られ自分の意思
を抑えて受診しないケースが多い。ASDの人の中
には日常的に不安を感じている人が多く，家族や支
援者の支援なしに精神科を受診すること自体が困難
であることが多いと考えられる。
親と面談を行った際に，幼少期に障がいを疑われ
たり診断を受けたりしたが，やっと大学まで入学で
きたので「障がい」という言葉から卒業できると思
っていたと言われたり，大学に入学できたのだから
我が子に障がいはないと言われることがある。親の
理解と協力が得られない場合，アルバイトやイン
ターンシップを反対されて就労準備に重要な職業体
験ができなかったり，障がい者手帳の取得や障がい
者枠での就労などを反対されたり，本人の特性とは
ジョブミスマッチである職業を選択するなど，就労
支援に限界を感じてしまうことがある。反対に親の
全面的な協力が得られた場合，就職が難しいと考え
られている学生が卒業前に内定をもらって適職に就
職し，就労継続ができているケースがある。大学と
してもなるべく早い時期から親をはじめとする家族
の理解を得られるように働きかけるとともに，就活
にあたっては協力して進めていくことがとても重要
である。
5．学外実習の困難性
国家資格などは，その取得に当たって多くの学外
実習が義務付けられている。発達障がいのある学生
が学外実習に臨む場合，コミュニケーションがうま
く取れない，日誌が書けない，報告・連絡・相談が
できない，自主的に行動ができず指示待ちになる，
忘れ物や遅刻が多いなどの指摘を受けることが多
く，実習が途中で中止となるケースもある。
平成28年4月より，障害者差別解消法が完全施行
されたことに伴い，大学においても「合理的配慮」
の義務（私立大学は努力義務）が課せられた。実習
においても合理的配慮が必要となるが，実習先の理
解と協力が得られない場合には，理解のある実習先
に変更することを文部科学省は求めている。しか
し，実習先の確保が難しい現状においては容易なこ
とではない。障がいのある学生の実習を受け入れる
ことで，利用者に危険が及ぶ可能性があるという理
由で，受け入れを断られることすらある。学内の実
習担当者の理解を得て十分な連携を行うことが重要
である。さらに問題となるのは，実習生本人の自己
理解が不十分な場合，本人の同意を得ることができ
ないため，実習先に合理的配慮を依頼すること自体
ができないことである。実習生の得意なことや苦手
なことを実習先に事前に伝えておくことで，実習中
のトラブルを防ぐことができるとともに，実習生の
自己有用感や自尊感情を損ねる事態を回避すること
ができ，就労意欲の継続・推進に大きな力となる。
できるかぎり本人の同意を得て配慮事項などを実習
先に伝えられることが望ましい。
Ⅲ 就労支援機関との連携・協働
大学おいてはキャリアセンター等を設置して，学
生の就労支援を積極的に行っている。発達障がいの
ある学生に対する就労支援については，障がいのな
い学生と同様にキャリアセンターで行っている大学
もあれば，障がい学生支援室などの専門部署が対応
している大学もある。いずれにしても学内のリソー
スだけで障がいのある学生への就労支援を十分に行
うことは難しく，外部の就労支援機関との連携・協
働が必要とされている30）。
発達障がいのある学生の就労支援を行う主な地域
の専門機関には，発達障害者支援センター，ハロー
ワーク，地域障害者職業センター，障害者就業・生
活支援センター，就労移行支援事業所などがある5）。
1．ハローワーク
ハローワークでは専門援助第2部門が障がい者の
就労支援を担当していることが一般的である。
厚生労働省が策定し平成28年4月1日より適用さ
れている「青少年雇用対策基本方針」では，在学段
階から職業意識等を醸成するために，ハローワーク
前田宏治
― ７４ ―
が職場体験・インターンシップの受入企業の開拓，
職業講話の実施等，積極的な協力に努めることを求
めている。厚生労働省は全都道府県に「新卒応援ハ
ローワーク」を設置し，大学への定期訪問支援や個
別相談支援などの大学等支援を行うなどして，卒業
予定者から卒業後3年以内の新卒者等の就職を支援
している。労働局とハローワークは自治体と共同で
「障がい者合同就職面接会」を開催するなどして，
障がいのある人の就労支援を行っている。東京新卒
応援ハローワークなどでは障がい学生の専門支援
コーナーを設置して，障がい者手帳の有無にかかわ
らず，障がいの特性や事情に配慮した個別支援を実
施している27）。「若者雇用促進法」によって平成28
年3月1日から労働条件や就労実態などに関する職
場情報を新卒者等に提供することが義務づけられ，
新卒者向け求人の申込みを行う事業主は，「青少年
雇用情報シート」をハローワークに提出することに
なった。だがこのシートには障がい者の雇用状況等
の項目はなく，合理的配慮に関する情報も含まれて
いない。障がいのある学生の就労支援に活用するこ
とは難しいため，今後の改善が期待される。
2．地域障害者職業センター
障害者雇用促進法に基づいて設置され，独立行政
法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が全国47都道
府県に設置し運営を行っている機関である。主な業
務内容は次の3つである。①職業評価，準備訓練，
ジョブコーチ等の障がい者に対する専門的な職業リ
ハビリテーションサービス，②事業主に対する障が
い者の雇用管理に関する相談・援助，③障害者就
業・生活支援センターなど地域の関係機関に対する
助言・援助を実施する。障がいのある学生の就労支
援を在学中から卒業後も行っている。
3．障害者就業・生活支援センター
平成14年に改正された障害者雇用促進法に基づい
て設置が進められ，障がいのある人が生活する地域
で就業・生活両面の一体的な相談・支援を行うこと
を目的として，障害保健福祉圏域ごとに1ヶ所設置
するという方針で整備が進められている。徳島県で
は既に3圏域（県東部・県南部・県西部）全てに置
かれ整備が終わっている。しかし，県内4大学が含
まれる県東部障害保健福祉圏域を担当する事業所で
は，予算の問題があり大学生の支援に当たるスタッ
フを確保できない状況である。大学生の就労支援を
行うためには，予算の増額措置によって少なくとも
雇用安定をはかる専門職員を増員することが必須で
ある。
4．発達障害者支援センター
発達障害者支援センターは，発達障害者支援法に
基づき各都道府県や政令指定都市に設置された発達
障がいの専門支援機関である。都道府県等が直接運
営している地域や知事等が指定した社会福祉法人や
特定非営利活動法人等が運営している地域がある。
就労支援に特化した機関ではないが，ハローワーク
や地域障害者職業センターと連携して，大学等の高
等教育機関に在籍する発達障がいのある学生の就労
支援等を行っている。
平成28年度の徳島県雇用支援連絡協議会において
は，筆者も加わって各関係機関と大学との連携を図
るための検討が行われている。支援者同士の顔が見
えるネットワークを構築することによって，好機を
逸しない丁寧で最適な就労支援を行うことができる
と考えられる。
Ⅳ おわりに
規模の小さい大学では障がいのある学生の就労支
援に専任スタッフを置くことは難しい。卒業後の就
活や離職対策を円滑に行うためにも，厚生労働省が
進めている障がい者就労に向けた「チーム支援」7）
に大学もメンバーとして参加し，支援機関としっか
り連携を取りながら就労支援を進めていくことが必
要である。チーム支援を行う際には個人情報を関係
機関と共有することになるため，個人情報保護法や
保護条例を遵守し，本人及び保護者の同意を得なが
ら関係機関との情報共有を安全に行うことは絶対条
件である9）。
チーム支援としては次の例が想定できる。
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1）学科選択によるジョブミスマッチを防ぐため
に，教育委員会と協力して大学の支援者が高校の
進路指導担当者に事例等の情報を提供する。
2）公的機関が作成・公開している「就労移行支援
のためのチェックリスト」26）や「ナビゲーション
ブック」4）などを活用し，支援機関と共有して支援
を進めていく。
3）支援機関へ相談に行くことに困難がある場合に
は，支援機関から大学へ出張相談に来てもらう。
4）学生が自ら支援機関に相談に行っている場合に
は，大学の支援担当者が支援機関から支援方針や
計画等の情報提供を受ける。
5）障害者就業・生活支援センター職員の支援やジ
ョブコーチ制度を活用して，インターンシップ中
の学生や就労直後の卒業生が現場で支援を受ける。
6）障がい者集団面接会等に参加する場合に，障害
者職業センターのスタッフにサポートを依頼する。
7）在学生や卒業生が支援を受けている場合には，
大学の支援者も支援会議等に出席して，情報提供
をするなど積極的に協力する。
既に本学では徳島県発達障がい者総合支援セン
ターと連携して出張相談を実施しており，数は限ら
れるものの一定の成果を得ている。今後，発達障が
い者総合支援センター主催の学内研修会や大学祭で
の啓発活動などを実施する計画である。障がいに関
する自己理解と受容ができている学生であれば，外
部機関の就労支援を受ける機会が広がってきてい
る。今後は発達障がいのある学生の就労支援をする
ために，①入学後からなるべく早期に自己理解を進
める取組を行うこと，②2年次生以降では「チーム
支援」を活用して，職業意識の醸成や職業適性の評
価，アルバイトやインターンシップなどの職業体験
の推進を図っていくことが必要であろう。
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